
● 中島のみかん畑
三浦工業本社のある愛媛県松山市は、全国で有数の柑橘類の産地。
島々が浮かぶ瀬戸内海を一望するなだらかな山では、特産のみか
んが実りの時を迎え、爽やかな香りが周囲を包み込んでいます。

Illustration by Atsushi TANAKA

株式の状況 & 会社概要（2018年3月31日現在）
S t o c k  I n f o r m a t i o n  &  C o r p o r a t e  P r o f i l e

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先）
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先）
0120-782-031

イ ン タ ー ネット
ホームページURL http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式
会社ではお手続きができませんので、取引証券会社へご照会
ください。証券会社の口座をご利用でない株主様は、左記電
話照会先までご連絡ください。

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である左
記の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいま
す。）を開設しております。特別口座についてのご照会および
住所変更等のお届出は、左記の電話照会先にお願いいたします。

公 告 方 法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告を行うことができないときは、日本経済新
聞に掲載。

上場証券取引所 株式会社東京証券取引所　市場第一部

（注）1．当社は、自己株式12,744,640株を保有しておりますが、当該株式には議決権が
ないため、上記の大株主から除外しております。

2．出資比率は、発行済株式の総数に対する持株数の割合を表示しております。

株主名 持株数（千株） 出資比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,662 7.71
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 8,296 6.62
株 式 会 社 伊 予 銀 行 5,329 4.25
株 式 会 社 愛 媛 銀 行 5,017 4.00
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,201 3.35
ミウラグループ従業員持株会 4,118 3.29
愛 媛 県 3,000 2.39
公益財団法人三浦教育振興財団 3,000 2.39
い よ ぎ ん リ ー ス 株 式 会 社 2,906 2.32
野村信託銀行株式会社（投信口） 2,745 2.19

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

300,000,000株

125,291,112株

7,041名

 株式および株主の状況
社 名
設 立
資 本 金
本 社

三浦工業株式会社
1959年5月1日
9,544,007,333円
〒799-2696　愛媛県松山市堀江町7番地
TEL（089）979-7045（経営企画室）

 会社概要

 役員の状況（2018年6月28日現在） 大株主の状況
代表取締役会長 髙 橋 祐 二
代 表 取 締 役
社長執行役員CEO 宮 内 大 介
代 表 取 締 役
副社長執行役員COO 西 原 正 勝
取 締 役
専務執行役員CCO 細 川 公 明
取 締 役
常務執行役員 越 智 康 夫
取 締 役
常務執行役員 丹 下 聖 吾
取 締 役
常務執行役員CTO 森 松 隆 史
取 締 役
常務執行役員 兒 島 好 宏

取 締 役
常務執行役員 原 田 俊 秀
取 締 役
常務執行役員 米 田 　 剛
取 締 役
監 査 等 委 員 俵 　 純 一
取 締 役
監 査 等 委 員 広 瀬 雅 旨
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 山 本 卓 也
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 佐 伯 直 輝
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 仲 井 清 眞

株主メモ

第 60 期 株 主 通 信
2017年4月1日 〜2018年3月31日
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124,883
102,324 12,401 9,012

140,245
108,888 80.08

167,083

117,723 92.09
22.00

28.00

12,89813,868 14,183
10,363

　 営業利益
（百万円）

　 売上収益
（百万円）

　 税引前利益
（百万円）

　 親会社の所有者に帰属する当期利益
（百万円）

　 資産合計／資本合計
（百万円）

　 基本的1株当たり当期利益／1株当たり配当金
（円）資産合計　　資本合計 基本的1株当たり当期利益 1株当たり配当金

トップメッセージ
T o p  M e s s a g e

平素はミウラグループへの格別のご支援、お引き立てを賜り、
厚くお礼申しあげます。

ミウラグループは来年60周年を迎えることとなりました。
創業時より現在に至るまで、ボイラで培った省エネルギー技術
や水処理、環境の技術でさまざまな製品やサービスを創出し、
進化させながら、エネルギー問題や環境問題の改善に努めてま
いりました。

これからも、グループの技術力と総合力を活用し、更に進化

した「トータルソリューション」を提供する企業を目指してま
いります。

株主のみなさまにおかれましては、一層のご指導、ご支援を
賜りますようお願い申しあげます。

第60期決算の事業の概況を教えてください。 

当期の概況につきましては、国内においては、舶用機器が減
収となりましたが、主力の小型貫流ボイラや食品機器などの販
売が企業の堅調な設備投資に支えられ好調に推移し、メンテナ
ンス事業も増収となりました。また、中間期より加わった株式
会社アイナックス稲本ホールディングス（2018年4月1日付
けで株式会社アイナックス稲本ホールディングスは、アイナッ
クス稲本株式会社に吸収合併されております。）及び同社傘下
のアイナックス稲本株式会社（以下、「アイナックス稲本」とい
う。）が営むランドリー事業も、インバウンド需要を背景に、売
上が順調に推移し、ミウラグループの業績を大きく伸ばしまし
た。海外においては、省エネルギーと環境負荷低減を基本とし
たソリューション提案営業活動により各国の販売が好調に推
移しました。

利益面は、人件費や設備投資による減価償却費、研究費が増
加しましたが、増収効果により増益となりました。

売上収益は124,883百万円（前期比22.0％増）、営業利益
は13,868百万円（前期比11.8％増）、税引前利益は14,183

百万円（前期比10.0％増）、親会社の所有者に帰属する当期利
益は10,363百万円（前期比15.0％増）とそれぞれ過去最高を
更新しました。

ミウラグループの経営方針について
教えてください。

ミウラグループは、「熱・水・環境の分野で、環境に優しい社
会、きれいで快適な生活の創造に貢献します」を企業理念に掲
げ、その実現のため、エネルギーの有効利用や環境関連の分野
で有用な製品やサービスを独自の技術力で創出し、世界のお
客様のお役に立つことを目指しております。

その上で、企業価値の最大化を目指して透明性や効率性の
高い経営に努め、株主をはじめとするステークホルダーの皆
様の期待と信頼にお応えするとともに、健全な成長を図って
企業の社会的責任を果たしてまいりたいと考えております。

さらに、ミウラグループは、「我々はわが社を最も働きがい
のある、最も働きやすい職場にしよう」をモットーに信頼・連
帯感・誇りで結ばれる風通しの良い職場の実現を目指し、働き
がいのある企業風土づくりや人材育成などに取り組み、成長
し続けるための基盤強化を図ってまいります。

新しい企業理念について教えてください。

2017年7月にミウラグループにアイナックス稲本が仲間

 財務ハイライト［IFRS］

（注） 2017年度より国際会計基準「IFRS」を適用しております。
そのため、前期の財務数値も、IFRSに準拠して表示しております。

入りしたことにより、新たに国内ランドリー事業が追加とな
りました。このような状況を踏まえ、2018年4月に企業理念
を一部変更しました。

新しい企業理念は、「熱・水・環境の分野で、環境に優しい社
会、きれいで快適な生活の創造に貢献します」です。

今後のミウラグループは、この企業理念の下で世界中の社員
が一丸となり、“チーム・ミウラ”でチャレンジしてまいります。

2017年度の振り返りとローリング
（事業環境を考慮した見直し）について

2017年度の売上実績は、舶用事業において、中小型船の新
船建造が減少したことにより減収となりましたが、企業の堅
調な設備投資に支えられ主力の小型貫流ボイラ、ランドリー
機器、食品機器などの販売が好調に推移したことにより計画
を達成しました。

今後の見通しにつきましては、国内は、引き続き設備投資
が堅調に推移し、ランドリー機器の売上を筆頭に堅調に推移
するものと予想しております。海外は、中国での環境規制強
化による高効率ガス焚きボイラへの入替需要は引き続き増
加するものと予想しております。

このような事業環境及び2017年度中間期より加わったア
イナックス稲本株式会社が営むランドリー事業の売上の追加
を反映し、2017年に発表しておりました2018年度以降の
計画値を上方修正することにいたしました。

代表取締役 
社長執行役員 CEO 

宮内 大介
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営業の概況
B u s i n e s s  R e p o r t

● 国内は、主に、中間期より国内ランドリー
事業が加わったことから、売上収益が増加。

● 海外は、中国における環境規制強化によ
る高効率ガス焚きボイラへの入替需要増
加により、大幅増収。台湾やアセアン地
域は、売上が好調に推移し、韓国や米
州においてもソリューション提案営業な
どにより堅調に売上が増加。

● 人件費や設備投資による減価償却費、
研究費などが増加したが、増収効果によ
り増益。

業 績 に つ い て

前期比22.0%

124,883百万円売上
収益

前期比11.8%

13,868百万円営業
利益

（注） 2017年度より国際会計基準「IFRS」を適用しております。そのため、前期の財務数値も、IFRSに準拠して表示しております。
アイナックス稲本を買収したことに伴い、当期より国内ランドリー事業を追加しました。
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58,194百万円
売上
収益

前期比

6.2%

● ‌�鉄鋼・機械の分野で小型貫流ボイラの売上が堅調に推移。
● ‌�中食市場の拡大等による新築工場向けの真空

冷却機などの食品機器の売上が好調に推移。
● ‌�新船建造向けのバラスト水処理装置の売上は前期よ

り伸びたが、中小型船の新船建造の減少などにより舶
用ボイラなどの受注が減少し、舶用機器全体は減収。

● ‌�ボイラの設置台数の増加や大容量化及び有償
保守契約取得の積極的な活動により売上が伸
びる。

29,609百万円
売上
収益

前期比

5.2%

● ‌�外国人観光客の増加によるホテルリネンの増加
を背景に、工場新築等の大規模な投資により、主
力製品の連続式洗濯機の売上が堅調に推移。

13,880百万円
売上
収益

● ‌�中国の環境規制強化による石炭焚きから高効
率ガス焚きボイラへの入替により、大幅増収。

18,065百万円
売上
収益

前期比

21.6%

● ‌�拠点網の整備や積極的な有償保守契約の獲得
活動により取得率が伸びる。特に中国の伸びが
牽引。

5,075百万円
売上
収益

前期比

14.0%

新しい仲間  － アイナックス稲本株式会社 －  とのチャレンジ特集

　2017年7月から、アイナックス稲本がミウラグループの新しい仲間となりました。
　アイナックス稲本は業務用ランドリー機器の国内最大手で、全国に18拠点と石川県白山市に製造工場とテクニカルセン
ターを設け、ランドリー機器の設計・製造・販売・メンテナンスを一貫しておこなっています。アイナックス稲本が取り扱う
主要製品（連続式洗濯機や乾燥機等）は、リネン業をはじめとする様々なお客様のあらゆる施設で活躍しています。

主要製品

※‌�リネンサプライとは、リネンサプライ業者がリネン品（ホテルや病院のシーツ、浴衣など）の在庫を持ち、契約先に対して貸出し、使用済みのリネン品を回収・
洗濯仕上げをして戻すという「リース＋クリーニングの複合サービス」です。リネンサプライ業の主な需要分野としては、ホテルリネン、病院リネン、ダストコント
ロールです。

　外国人観光客の増加によるホテルリネンの需要の増加を背景に、リネンサプライ※業界は、省人化や自動化のニーズが高
まり、工場の新築や設備の入替え等の大規模な投資が活発に行われています。今後も、政府の観光立国政策や国際大会開
催などによる海外からの訪日客の増加が予想され、それに向けた工場設備増強や新規設備の需要が見込まれます。

■ 今後の見通しについて

汚れを落とす

ホテル、病院等から
シーツや浴衣などの

リネンを回収

配送車へ
積み込み、出荷

洗濯量に合わせて
洗濯槽数対応

超高圧脱水で
乾燥費用大幅節約

短時間乾燥を
実現した水平
対向熱風方式

（特許取得済）
省エネ運転ソフトを搭載
(当社最大比で24%蒸気消費量削減)

連続式洗濯機 大型乾燥機 ロールアイロナー脱水機

仕上げて、折りたたむ

リネン工場での
洗濯の流れ

蒸気 蒸気蒸気
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2017年度 2018年度
17年11月公表 実 績 17年5月公表 今回（計画） 今回（計画）17年5月公表 今回（計画）

2019年度 2020年度
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（単位：億円）

継続的な
成長を維

持

ランドリー事業追加による上乗せ発表年度
海外売上
国内売上
営業利益

2017年度 2018年度
凡 例

連結財務諸表
C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s

科　目 第59期
2017年3月31日現在

第60期
2018年3月31日現在

資産
流動資産 88,835 95,983
非流動資産 51,410 71,099

資産合計 140,245 167,083
負債

流動負債 30,559 43,682
非流動負債 797 5,678

負債合計 31,356 49,360
資本

資本金 9,544 9,544
資本剰余金 10,406 10,489
利益剰余金 93,859 101,905
自己株式 △7,020 △7,019
その他の資本の構成要素 1,894 2,562
親会社の所有者に
帰属する持分合計 108,685 117,482

非支配持分 203 241
資本合計 108,888 117,723
負債及び資本合計 140,245 167,083

科　目 第59期
2016年4月 1 日から
2017年3月31日まで

第60期
2017年4月 1 日から
2018年3月31日まで

売上収益 102,324 124,883
売上原価 60,176 75,946
売上総利益 42,148 48,936
販売費及び一般管理費 30,247 35,551
その他の収益 622 575
その他の費用 121 91
営業利益 12,401 13,868
金融収益 497 380
金融費用 0 66
税引前当期利益 12,898 14,183
法人所得税費用 3,901 3,778
当期利益 8,996 10,404
当期利益の帰属

親会社の所有者 9,012 10,363
非支配持分 △15 40
当期利益 8,996 10,404

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益 80.08円 92.09円
希薄化後１株当たり当期利益 79.90円 91.85円

（単位：百万円） （単位：百万円） 連結財政状態計算書（概要）  連結損益計算書

（注） 2017年度より国際会計基準「IFRS」を適用しております。そのため、前期の財務数値も、IFRSに準拠して表示しております。

　2018年6月1日、本社のある愛媛県松山市にミウラの新しいシンボルが完成しました。
　「熱・水・環境」の分野から発展した技術や歴史、環境保全へ貢献するさまざまなソリューション提案を分かりやすく紹介し、
世界のお客様にミウラをより理解いただけるショールームとなっています。

進化を続ける「トータルソリューション」を世界のお客様へ発信
ミウラショールームグランドオープン！

Top icsトピックス

● ミウラグループ製品の展示
● ミウラの歴史の紹介
● シアタールーム など

● ボイラ実証ルーム
● 軟水体験
● CSRの取り組み紹介 など

為 替 2017年度計画 2017年度 2018年度計画
USD 105.00 110.85 105.00
元 15.40 16.74 16.40

WON（100W） 9.10 10.00 9.60

中期経営計画（2017年度 公表値との対比）

（注） 法人向けのショールームです。株主のみなさまには、株主総会の際に公開させていただいております。
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